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①　令和２年度健全化判断比率等の算定について　・Ｐ１



◎実質赤字比率

　【参考】
　 実質収支が黒字の場合、実質赤字比率は負の値で表示する。

【対象会計】
・一般会計

令和２年度 一般会計実質収支額 千円

【赤字額の内容】
・繰上充用額　 歳入不足のため、翌年度の歳入を繰り上げて充用した額 0 千円
・支払繰延額　　　　　　実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額 0 千円
・事業繰越額 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 0 千円

【標準財政規模】 令和２年度
・地方財政法第５条の４第１項第２号に規定する標準的な規模の収入の額として 千円
　政令で定めるところにより算定した額（臨時財政対策債発行可能額を含む）
（基準財政収入額－(①＋②＋③＋④)）×100/75 千円
市民税個人所得割税源移譲分 ① 千円
地方消費税交付金引上げ分 ② 千円
譲与税合計 ③ 千円
交通安全特別交付金 ④ 千円
臨時財政対策債発行可能額 千円 千円
普通交付税額 千円

千円

☆　標準財政規模　＝　標準税収入額　＋　普通交付税　＋　臨時財政対策債発行可能額
☆　基準財政収入額　＝ 千円

令和２年度　健全化判断比率等の算定について

12,043,003

※　一般会計等（普通会計）を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

令和２年度実質収支額

7,102,615

176,180
6,474

457,348

6,398,276

431,313

618,220

-5.13 ％

令和２年度決算額

8,173,930

合　　　計 12,043,003

－
令和２年度　標準財政規模＝12,043,003千円

=
実質赤字比率

一般会計等の実質赤字額＝0千円

618,220 千円
＝

12,043,003 千円

602,995
3,266,078

標準税収入額
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◎連結実質赤字比率

※　全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

　【参考】
　 連結実質収支が黒字の場合、連結実質赤字比率は負の値で表示する。

連結実質赤字額＝①及び②の合計額が③及び④の合計額を超える場合の当該超える額

①

②

0

③

④

千円
千円
千円
千円

連結実質収支（黒字額）
千円 ＋ 千円 － 千円 ＝ 千円

令和２年度　資金不足額の合計

公営企業の水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計のうち、資金の不足額を生じた会計の
不足額の合計額

水道事業会計 2,953,325
下水道事業会計 112,136

後期高齢者医療特別会計
介護保険保険事業特別会計 千円

千円
96,280

－

千円

連結実質赤字比率

12,043,003

千円
千円

618,220
37,165

※資金の不足額＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費に充てた地方債の現在高－流動資産）

国民健康保険特別会計

令和２年度　実質黒字の合計額

一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険保険事業特別会計のうち
実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

0
0 千円

小　　　　計 0 千円

千円

千円

-36.77 

一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、介護保険保険事業特別会計のうち
実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額

令和２年度　実質赤字の合計額

小　　　　計 千円

767,293

千円令和２年度　資金剰余額の合計

小　　　　計

病院事業会計 596,461

3,661,922 4,429,215

3,661,922

公営企業の水道事業会計、病院事業会計、下水道事業会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の
資金の剰余額の合計額

％

令和２年度　標準財政規模＝12,043,003千円

千円
＝

767,293 千円

連結実質赤字額＝0千円

4,429,215

=

767,293

一般会計

-　解消可能資金不足額

15,628

0

3,661,922
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◎実質公債費比率

千円 ＋ 準元利償還金 千円
－ 特定財源 千円
－ 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

千円 ＋ 準元利償還金 千円
－ 特定財源 千円
－ 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

千円 ＋ 準元利償還金 千円
－ 特定財源 千円
－ 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

＝

【元利償還金】

【準元利償還金】
準元利償還金＝①＋②＋③＋④＋⑤

① 満期一括償還地方債の償還期間を３０年とする１年当たりの元金償還金相当額

② 一般会計等から特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの

③ 組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

④ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

⑤ 一時借入金の利子

5.1%

2,373,154

1,060,901

1,097,495

2,373,154

1,041,962

単位：千円

1,005,109

令和２年度

0

単位：千円

単位：千円
令和２年度

208

単位：千円

1,986,985

=

実質公債費比率
（令和２年度）

※　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額
267,790

2,452,836元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

=

地方債の元利償還金

2,162,439

実質公債費比率
（令和元年度）

= 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

349

11,838,704
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

263,574

令和２年度

66

5.2%

平成３０年度

令和２年度

1,914,173

0 0

平成３０年度 令和元年度
83,466

令和元年度

単位：千円

55,584

0 0

平成３０年度 令和元年度

実質公債費比率
（平成30年度）

平成３０年度 令和元年度

令和２年度
2,162,439

地方債の元利償還金

1,986,985

4.7%

0

令和２年度

1,128,687

259,695

　☆実質公債費比率（３か年平均）

単位：千円

55,184

平成３０年度 令和元年度

平成３０年度 令和元年度

地方債の元利償還金

5.5%

1,212,219

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

12,043,003

11,934,561
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

1,914,173

2,336,907

2,336,907

2,452,836
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【特定財源】

単位：千円 　

【元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額】

　 単位：千円

724

令和２年度

0

0

267,790

0

0

合　　　　計

1,459,163
保健衛生費 19,465

費　　　　　目 平成３０年度
消防費 0

公園費

1,502,201

785,105

1,611,527

2,858
1,432

下水道費

3,730

0

825

995

都市計画事業の財源として発
行された地方債の償還に充
当した都市計画税

52,345

農業行政費 3,035

1,275貸付金の元利償還金

公営住宅使用料

800,037
その他土木費

3,204
中学校費 4,168
清掃費

小学校費

公債費

平成３０年度

国・県等からの利子補給、貸付金の財源として発行した地方債に係る貸付金の元利償還金、公営住宅使用
料、都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税等

210,822 209,515

51,477 49,185

259,695

338
3,211

その他

5,320
6,471

令和元年度
0

10,206

国・県等からの利子補給

令和２年度
0

18,543
18,192

0

806,453

道路橋梁費

地域振興費

214,721

263,574

18,219
21,566

555

18,624

18,398

合　　　計 2,336,907 2,373,154 2,452,836

0
2,810

令和元年度

7,047

0

　地方債の償還等に要する経費として、公債費又は事業費補正若しくは密度補正により、基準財政需要
額に算入された額。

0
0

10,194
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◎将来負担比率

将来負担額 千円 － 充当可能基金額 千円
－ 特定財源見込額 千円
－ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 千円
標準財政規模 千円
－ 千円

　 【参考】将来負担率がマイナスの場合は、「－」表示となるが、ここでは参考値としてマイナス表示を行う。

【将来負担額】＝ ①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧
① 当該年度の前年度末における一般会計等に係る地方債の現在高

千円
② 債務負担行為に基づく支出予定額 千円
③ 一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額

④ 組合等が起こした地方債の償還に係る地方公共団体の負担等見込額
単位：千円

⑤ 退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額 千円
⑥ 設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額 千円
⑦ 連結実質赤字額 千円
⑧ 組合等の連結実質赤字額相当額に係る一般会計等負担見込額 千円

【充当可能基金額】 単位：千円

※地域振興基金は、充当可能基金から除く。

北はりま消防組合 61,063

単位：千円
353,767 7,282,700

※　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

公共施設整備基金
225,924
3,952,015

地域情報化基金

367,239
8,371

合　　　　　計 13,009,391

7,638,222

下水道事業会計

＝

30,651,214 13,009,391

1,755
病院事業会計
水道事業会計

0

1,857,839

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 2,452,836

合　　　　　　計

将来負担比率

-92.9%
12,043,003

7,476小野加東広域事務組合

81,119
149,658

0

合　　　計

地方債の現在高 21,781,445

0
0

災害対策基金

介護保険給付費準備基金
減債基金

福祉基金

1,081,889

やしろ鴨川の郷基金

80,079
271,817

国民健康保険財政調整基金
6,029,448
766,237

財政調整基金

国際交流基金

411,848

82,819
813,594 土地開発基金

24,697,587

北播衛生事務組合
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【特定財源見込額】

【交付税算入額】
・地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
単位：千円

令和２年度　地方債の償還に係る基準財政需要額算入額
単位：千円

合　　　計 2,452,836

公債費 18,091,405

地域振興費 18,219

公債費

中学校費 1,432

算入額

1,611,527

清掃費 0

その他土木費 338
小学校費 2,858

農業行政費 0

保健衛生費

道路橋梁費 5,320
公園費

114,873

公園費
下水道費
その他土木費 850

6,471
下水道費 785,105

費　　　　　目

小学校費
中学校費
保健衛生費
清掃費

合　　　計

地域振興費

24,697,587

農業行政費
47,900

0

項　　　　　　　目

臨時地方道整備事業
公園緑地事業
下水道事業
まちづくり交付金事業、自然災害防止事業

北播衛生事務組合改修事業

156,504

6,436
5,938,500

東条地域小中一貫校整備事業
東条地域小中一貫校整備事業78,643

257,277 病院事業、上水道一般会計出資等

費　　　　　目 算入見込額

その他特定の収入

5,199

項　　　目 金　　　額 内　　　　　　　　　　容

都市計画税収

18,885
409,191
1,429,763

転貸債に係る償還金
公営住宅の賃貸料等 公営住宅使用料

都市計画税の充当率　30.1％

住宅新築資金等貸付金元金収入

21,566

施設整備事業

消防費 0

0
合　　　　　計 1,857,839

道路橋梁費
消防費 0

地域活性化事業、防災対策事業、公共施設等適正管
理推進事業

災害復旧費、補正予算債、減税補 債、財源対策債、
臨時財政対策債、緊急防災・減災事業債、合併特例債
などの償還費
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◎資金不足比率

　【参考】
　 資金不足が生じていない場合、資金不足比率は負の値で表示する。

　【参考】
　 資金不足が生じていない場合、資金不足比率は負の値で表示する。

　【参考】
　 資金不足が生じていない場合、資金不足比率は負の値で表示する。

％
2,953,325 千円

＝ -373.1 
791,584 千円

－
病院事業会計　事業の規模＝1,768,877千円

千円
596,461 千円
1,768,877

＝ -33.7 ％

水道事業会計
資金不足比率

= 水道事業会計　資金不足額＝0千円

－
水道事業会計　事業の規模＝791,584千円

病院事業会計　資金不足額＝0千円

％
870,540 千円
112,136 千円

＝ -12.9 

※　各公営企業会計を対象とした資金不足額の事業の規模に対する比率

病院事業会計
資金不足比率

=

下水道事業会計
資金不足比率

= 下水道事業会計　資金不足額＝0千円

－
下水道事業会計　事業の規模＝870,540千円
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